
（平成２２年５月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認三重地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

三重国民年金 事案 860 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年８月から４年１月までの期間及び８年１月の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年８月から４年１月まで 

             ② 平成８年１月 

    申立期間①については、前職を退職後、別の会社に勤務するまでの期間

であるが、この期間の国民年金保険料については、別の会社に入社後、市

役所でまとめて納付した。 

その後、平成８年１月中旬に同社を退職し、同年２月からは新たに別の

会社に勤め始めたが、同年４月にその会社の給与形態が変わり、厚生年金

保険被保険者資格を喪失したため、市役所に国民年金と国民健康保険の加

入手続に出向いた。その際、申立期間②の保険料を納付していなかったた

め、その場で納付した。 

    申立期間①及び②共に、父親が、私と母親を自動車に乗せて市役所に連

れて行ってくれたことを私も母親もはっきりと覚えているにもかかわらず、

国民年金の納付記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②は、それぞれ６か月及び１か月と短期間である上、申立

人は、国民年金加入期間について国民年金保険料をすべて納付している。 

   また、申立人は、申立期間①及び②に係る国民年金保険料を納付した当時

の状況を明確に記憶しており、保険料を納付した際の市役所でのやりとり等

も具体的かつ詳細である上、その供述に不自然な点も無く、申立内容は信

憑
ぴょう

性が高いと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間①及び②に係る国民年金保険料の納付に、そ

の両親と共に出向いたとしているところ、その母親も、「娘は自動車を運転



                      

  

できなかったため、私の夫が自動車を運転し、私も同行して３人で市役所に

出向いた。そして、市役所の窓口で、娘が自分のお金で国民年金保険料を支

払っていたと記憶している。」と供述しており、申立内容を裏付けるものと

なっている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

三重国民年金 事案 861 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年３月 

結婚前に国民年金に加入して以降、結婚後も国民年金保険料はきちんと

納め続けてきた。申立期間のみ未納となっているのはおかしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間について国民年金保険料をす

べて納付している。 

また、申立人は、昭和 46 年 11 月に婚姻し、その夫は厚生年金保険に加入

していることから、婚姻後、61 年４月に第３号被保険者となるまでは国民年

金の任意加入対象期間となるが、申立人は、任意加入対象期間について、国

民年金の適用除外となる海外在住期間の前後３か月を除き任意加入している

上、平成 12 年９月から 20 年 12 月までの保険料は前納するなど、申立人の

納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、申立期間は１か月と短期間である上、申立期間の前後の国民年金

保険料は現年度納付されていることから、申立期間のみ保険料を納付しなか

ったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1034 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 38 年 12 月 25 日）及び資格取得日（昭和 39

年４月１日）を取り消し､申立期間の標準報酬月額を２万 6,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 12月 25日から 39年４月１日まで 

私は、昭和 38年９月１日にＡ社に臨時従業員として入社し、39年７月 13

日に正規従業員となった。その後、定年退職するまで継続して勤務していた。

しかし、厚生年金保険の加入記録では、申立期間が空白期間となっており納

得がいかない。申立期間について厚生年金保険の被保険者期間であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録では、Ａ社において昭和 38 年９月１日に厚生年

金保険の資格を取得し、同年 12 月 25 日に資格を喪失後、39 年４月１日に同

事業所において再度資格を取得しており、38年 12月 25日から 39年４月１日

までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかしながら、申立人の雇用保険の加入記録、上司及び複数の同僚の供述並

びにＡ社企業年金基金から提出された「基金設立時加入員資格取得届」及び同

基金への照会結果から、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤務してい

たことが認められる。 

また、上記の上司及び複数の同僚は「申立人は一時退社したことはなく、申

立期間も継続して勤務していた。また、申立人の業務内容及び勤務形態に変更

は無かった。」と供述しており、これらの上司及び複数の同僚は、いずれも申



                      

 

  

立期間において厚生年金保険の被保険者記録が継続している。 

さらに、申立人は、申立期間を含む昭和 38 年９月１日から 39年７月 13日

までの期間は臨時従業員であったとしているところ、オンライン記録により、

申立人の整理番号の前後で申立人と同時期（昭和 38 年９月１日）に厚生年金

保険の資格を取得した者のうち、厚生年金保険被保険者期間が長期間継続し連

絡が取れた３人に照会したところ、いずれも臨時従業員として入社した旨の供

述をしている上、臨時従業員であったと供述している期間も厚生年金保険の被

保険者記録が継続している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間において厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる｡ 

また､申立期間の標準報酬月額については､申立人のＡ社に係る昭和 38年 11

月の社会保険事務所(当時)の記録から、２万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取

得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録するこ

とは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及

び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

38 年 12 月から 39 年３月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1035 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 53年９月１日、資格喪失日に係る記録を同年 12月 30日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を 12万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年９月１日から同年 12月末日まで 

昭和 53 年８月末にＡ社に入社し、53 年 12 月末に退社するまで正社員と

して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における複数の上司及び同僚の供述により、申立人が申立期間において

同社に正社員として勤務していたことが推認できる。 

また、Ａ社の当時の事務担当者に照会したところ、「従業員は全員が正社員

であり、すべて社会保険に加入させていた。」と供述しているところ、複数の

同僚が供述している当時の同社における従業員数とオンライン記録から確認

できる同社の厚生年金保険被保険者数はおおむね一致している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人が同日に入社したとしている同僚

は、Ａ社において昭和 53 年９月１日に厚生年金保険の資格を取得しているこ

とが確認できる上、同社の事務担当者は「同時に二人入社した場合、一人だけ

厚生年金保険に加入させることはない。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人及び上司の供述から、申立人のＡ社における厚生年金保険の資

格喪失日は、昭和 53年 12月 30日とすることが妥当である。 



                      

 

  

また、申立期間の標準報酬月額については、当該事業所における申立人と同

日に入社した同僚及び申立人と同様の業務に従事していた同僚の申立期間に

係る標準報酬月額の記録から判断すると、12 万 6,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立期間当時の資料が無いため不明としているが、申立期間の被保険者原

票の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所

（当時）の記録が失われたことは考えられない上、資格の取得及び喪失のいず

れの機会においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは

考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出

は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 53 年９

月から同年 11月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1036 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 42年１月 31日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を５万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年１月 31日から同年２月１日まで 

昭和 27 年３月 10 日にＤ社（現在は、Ｂ社）Ｅ工場に入社し、平成５年

12月 21日に定年退職するまで、転勤はあったものの継続して勤務していた。

申立期間の給与支給明細書により、給与から厚生年金保険料が控除されてい

たことが確認できるので、申立期間について厚生年金保険被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支給明細書から判断すると、申立人が申立期間に

Ａ社で継続して勤務し（Ｄ社Ｅ工場からＡ社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人は昭和 41 年 12月 28日に出向の命令書を

もらい、１か月間ほど引継ぎを行った後、１月下旬には赴任したと供述してい

ることから、42年１月 31日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与支給明細書及び申立人のＡ

社Ｃ支店に係る昭和 42年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ｂ社は「当時の資料が残っておらず確認できないが、関連の事業所間の

転勤であり、届出に過誤があったと思う。」と回答している上、社会保険事務



                      

 

  

所の記録におけるＡ社Ｃ支店の資格取得日が雇用保険の記録における資格取

得日と同日となっており、公共職業安定所及び社会保険事務所の双方が誤って

同じ資格取得日と記録したとは考え難いことから、事業主が昭和 42 年２月１

日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

１月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1037 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により、賞与から控除されていたことが認められることから、申

立人のＡ社における標準賞与額を平成 17年７月 15日は 54万 8,000円、同年

12月 16日は 55万円、18年７月 14日は 60万円、同年 12月 14日は 62万円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 15日 

             ② 平成 17年 12月 16日 

                          ③ 平成 18年７月 14日 

             ④ 平成 18年 12月 14日 

申立期間について、支給された賞与から厚生年金保険料が控除されている

が、厚生年金保険の記録に反映されていない。 

申立期間について、標準賞与額に係る厚生年金保険の記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細書から、申立人は、その主張する標準賞

与額(平成 17年７月 15日は 54万 8,000円、同年 12月 16日は 55万円、18年

７月 14日は 60万円、同年 12月 14日は 62万円)に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出し

ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該賞与に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1038 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年 10月１日から同年 11月１日まで 

             ② 昭和 36年２月１日から 37年９月１日まで 

    義兄の紹介で昭和 35年 10月にＡ社へ入社し少なくとも２年間は勤務し

た記憶がある。被保険者記録照会回答票には３か月しか記録が無いが、申

立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における当時の複数の同僚が、「申立人は３か月以上は勤務してい

た。」旨の供述をしていることから、勤務期間は特定できないものの、申立

人が同事業所で勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険の適用及び厚生年

金保険料の控除の状況についてＡ社に照会したところ、「当社が保有する申

立人の在籍記録を確認したが、昭和 35 年 11 月１日入社、36 年２月１日退職

と記載されている。」との回答があった。 

また、申立期間①について、複数の同僚が、「記憶している入社日から厚

生年金保険被保険者資格取得日までの期間に数か月の空白期間がある。」と

供述している上、Ａ社の当時の経理担当者から、「当時は１か月の試用期間

を設けていた。」との供述があったことから、同事業所においては、必ずし

も入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは言えない状況がうかがえ

る。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は

無く、記載内容に不合理な点は見られない。 

申立期間②について、Ａ社において厚生年金保険被保険者であった複数の

同僚（申立人が記憶している同僚を含む。）に照会したものの、申立人の厚



                      

  

生年金保険の加入状況についての供述は得られなかった。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1039 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26年４月から同年 10月まで 

             ② 昭和 26年 10月から 28年 11月まで 

             ③ 昭和 30年４月から 31年３月まで 

厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、Ａ社に勤務した申立期間①、Ｂ社（現在は、Ｃ社）に勤務した申立

期間②及びＤ社に勤務した申立期間③について加入記録が無い旨の回答を

もらった。しかし、申立期間①、②及び③については、夜間の学校に行き

ながら勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、同僚の供述から、申立人がＡ社に勤務していたこと

は推認できる。 

しかし、申立期間①にＡ社において厚生年金保険被保険者であった同僚

（申立人が記憶している同僚を含む。）に照会したところ、複数の同僚が

「入社後に試用期間が３か月間あり、厚生年金保険はその後加入した。」と

供述している上、当該同僚のうち１人は「昭和 26 年６月に入社したが、同年

12 月から厚生年金保険に入っている。」と供述していることから、同社は必

ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは言えない状況がうか

がえる。 

また、申立人の申立期間①に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生

年金保険料の控除の状況についてＡ社に照会したところ、当時の資料は残っ

ていないため不明であるとの回答があり、これらを確認できる関連資料や供

述を得ることはできなかった。 



                      

 

  

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間①につ

いて申立人の氏名は無く、健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人

の記録が欠落したものとは考え難い。 

申立期間②について、申立人の勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年

金保険料の控除の状況についてＣ社に照会したところ、当時の資料は残って

いないため不明であるとの回答があり、これらを確認できる関連資料や供述

を得ることはできなかった。 

また、オンライン記録により、申立期間②にＢ社において厚生年金保険被

保険者であった複数の同僚（申立人が記憶している同僚を含む。）に照会し

たところ、いずれも申立人のことを記憶しておらず、申立人の勤務実態及び

厚生年金保険の加入状況等についての供述を得ることはできなかった。 

さらに、Ｂ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間②につ

いて申立人の氏名は無く、健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人

の記録が欠落したものとは考え難い。 

申立期間③について、オンライン記録によると、Ｄ社は昭和 33 年５月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間③当時、厚生年金保険

の適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ｄ社において申立期間③に在籍していた同僚に照会したところ、

「申立人が勤務していたことは記憶しているが、当該事業所は厚生年金保険

には加入しておらず、私も加入していなかった。」との回答があった。 

さらに、Ｄ社の代表取締役は、オンライン記録に該当者が見当たらず、連

絡先も不明であるため、申立人の申立期間③に係る勤務実態、厚生年金保険

の適用及び厚生年金保険料の控除の状況について関連資料や供述を得ること

はできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1040 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 11月 12日から 41年１月 24日まで 

私はＡ社に、昭和 39 年９月から 43 年３月まで継続して勤務していた。

しかし、厚生年金保険の加入記録では、40 年 11 月 12 日から 41 年１月 24

日までの期間が未加入となっている。申立期間について厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時にＡ社で勤務していた同僚の供述により、申立人が申立期間

に同事業所で勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該同僚及びＡ社において申立期間に厚生年金保険被保険者であ

った複数の同僚（申立人が記憶している同僚を含む）に照会したものの、当

時の同社における厚生年金保険の適用に係る取扱い等についての供述は得ら

れなかった。 

また、Ａ社は昭和 51 年５月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しな

くなっているため、閉鎖登記簿謄本により判明した当時の役員に照会を試み

たものの連絡が取れず、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用及び厚

生年金保険料の控除の状況について関連資料や供述を得ることはできなかっ

た。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人が厚生年

金保険被保険者資格を昭和 40年 11月 12日に喪失した際に健康保険被保険者

証が社会保険事務所（当時）に返納されている旨の記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1041 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月１日から 39年６月１日まで 

             ② 昭和 46年６月１日から 49年６月１日まで 

             ③ 昭和 63年５月から平成６年 11月１日まで 

    申立期間①についてはＡ社に、申立期間②についてはＢ社（現在は、Ｃ

社）に、申立期間③についてはＤ社に、それぞれ勤務していたが、厚生年

金保険の加入記録が無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 37 年４月１

日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっているため、当該期間につ

いては、同事業所は厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、法務局に照会しても、Ａ社に係る法人登記等は見当たらないとの回

答があり、当時の役員等関係者も既に他界しているため、申立人の申立期間

①に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況に

ついて関連資料や供述を得ることはできなかった。 

申立期間②について、Ｂ社において昭和 46 年２月１日に厚生年金保険被保

険者資格を取得した同僚に照会したところ、「申立人は、私の入社後間もな

くして退職した。」旨の回答があった。 

また、申立人の申立期間②に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生

年金保険料の控除の状況についてＣ社に照会したところ、当時の資料は残っ

ていないため不明であるとの回答があり、これらを確認できる関連資料や供

述を得ることはできなかった。 

 



                      

  

申立期間③について、Ｄ社において当該期間に厚生年金保険被保険者であ

った同僚から「私は入社と同時に厚生年金保険に加入しているので試用期間

はなかった。申立人は、申立期間当時において外注工事員であったと思

う。」旨の回答があった上、オンライン記録によると、申立人が記憶してい

る同僚のうち二人については、申立期間③に係るＤ社の厚生年金保険被保険

者記録が無い。 

 また、Ｄ社は、平成 16 年 12 月に破産宣告を受けているため、破産管財人

に照会したところ、関連資料は保管期限が過ぎているため不明との回答があ

り、申立人の申立期間③に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金

保険料の控除の状況を確認できる関連資料や供述を得ることはできなかった。 

さらに、申立人のＤ社における雇用保険加入記録によると、平成６年 11 月

１日資格取得、８年１月 15 日離職となっており、申立期間③に係る加入記録

は無い上、オンライン記録と一致している。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1042 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年 11月ごろから 26年４月ごろまで 

             ② 昭和 26年４月ごろから 27年８月ごろまで 

             ③ 昭和 28年５月ごろから同年 10月ごろまで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したと

ころ、申立期間に係る記録が無いとの回答であった。私は、申立期間①は

Ａ社（現在は、Ｂ社）、申立期間②はＣ社、申立期間③はＤ社に勤務して

いたので、申立期間について、厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人のＡ社の業務内容に関する供述と、申立期間

当時の同社の業務内容に関するＢ社の回答が一部一致することから、申立人

がＡ社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人は当時の同僚の氏名等を覚えていないため、Ａ社に

おいて厚生年金保険被保険者であった複数の同僚に照会したものの、いずれ

も申立人のことを記憶しておらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加

入状況等について供述等を得ることはできなかった。 

また、申立人の申立期間①に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生

年金保険料の控除の状況についてＢ社に照会したところ、「当社に残ってい

る最古の資料は昭和 26 年８月の健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届で

あり、それ以前の書類は災害で流出したものと思われる。当時の資料は残っ

ていないため不明である。」と回答しており、これらを確認できる関連資料

や供述を得ることはできなかった。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間①につ

いて申立人の氏名は無く、健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人



                      

 

  

の記録が欠落したものとは考え難い。 

申立期間②について、申立人は当時の同僚の氏名等を覚えていないため、

当該期間にＣ社において厚生年金保険被保険者であった複数の同僚に照会し

たものの、いずれも申立人のことを記憶しておらず、申立人の勤務実態及び

厚生年金保険の加入状況等について供述等を得ることはできなかった。 

また、申立人の申立期間②に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生

年金保険料の控除の状況についてＣ社に照会したところ、「当社が保管して

いる従業員名簿を調べたが、申立人の記録は見当たらない。」との回答があ

った。 

さらに、Ｃ社の厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間②について申立

人の氏名は無い。 

申立期間③について、申立人のＤ社の業務内容に関する供述と、同僚の業

務内容に関する供述に一致する点があることから、申立人が同社に勤務して

いたことがうかがえる。 

しかしながら、申立人は当時の同僚の氏名等を覚えていないため、当該期

間にＤ社において厚生年金保険被保険者であった複数の同僚に照会したもの

の、いずれも申立人のことを記憶しておらず、申立人の勤務実態及び厚生年

金保険の加入状況等について供述等を得ることはできなかった。 

また、申立人の申立期間③に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生

年金保険料の控除の状況についてＤ社に照会したところ、「当時のことを知

る者はおらず、昭和 40 年以前の資料は残っていないため不明である。」との

回答があり、これらを確認できる関連資料や供述を得ることはできなかった。 

さらに、同僚の一人は、「半年から１年くらい勤めていた。」と供述して

いるが、当該同僚に係る厚生年金保険の被保険者期間としては２か月である

ことから、当該事業所においては、すべての従業員を入社と同時に厚生年金

保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

加えて、申立期間③について申立人の氏名は無く、健康保険整理番号に欠

番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1043 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 11月１日から 11年 10月１日まで 

Ａ社に勤務していた時の標準報酬月額が、実際とは違う金額に引き下げ

られて記録されているように思うので、申立期間における標準報酬月額を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれ

ぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

Ａ社から提出された申立人の報酬月額が確認できる資料によると、申立期

間のうち、平成７年４月から 11 年９月までの各月における報酬月額に見合う

標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致している。 

また、申立期間のうち、平成４年 11 月から７年３月までの期間については、

申立人が主張する標準報酬月額を示す関連資料（給与明細書、賃金台帳等）

が無いことから、申立期間に係る報酬月額及び保険料控除額を確認すること

はできない。 

さらに、市から提出された平成 11 年の給与支払報告書によると、社会保険

料等の金額は、オンライン記録上の申立人の標準報酬月額に基づき算出した

健康保険料及び厚生年金保険料並びに当該事業所が保管している各月の給与

額に基づく雇用保険料の合計額より低額になっていることが確認できる。 



                      

  

加えて、Ａ社において申立人と同日に厚生年金保険被保険者資格を取得し

ている複数の同僚について、オンライン記録の標準報酬月額をみると、申立

人の標準報酬月額のみが低額に記録されている形跡はみられない上、そのう

ちの同僚一人は、｢私の標準報酬月額の記録は、自分の記憶や給与明細書と一

致している。｣と供述している。 

このほか、申立期間について、標準報酬月額が誤りであることをうかがわ

せる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1044 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年３月 15日から 56年 12月 26日まで 

 Ａ社に勤め始めたころは給与の手取り額が 15 万円くらいであったが、そ

の後は歩合給となり、手取り額は 27 万円くらいであった。しかし、標準報

酬月額の記録が低額であるので、申立期間における標準報酬月額を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険庁（当時）に記録されている標準報酬月額と、申立期

間当時支給されていた手取り額が相違していると申し立てている。 

しかし、Ａ社に照会したところ、申立人が主張する標準報酬月額を示す関

連資料（賃金台帳等）は無いとの回答があり、申立人の申立期間の報酬月額

及び厚生年金保険料の控除額について確認することができない。 

また、申立期間にＡ社において厚生年金保険被保険者であった者のうち連

絡先が判明した同僚（申立人が記憶している同僚を含む。)に照会したものの、

申立てに係る事実を確認できる供述を得ることはできなかった。 

さらに、申立人が記憶している同僚二人の標準報酬月額は、いずれも不自

然な点はみられず、事業主が申立人の標準報酬月額のみ、ほかの同僚と異な

る取り扱いを行ったとは考えられない。 

加えて、Ａ社に係る申立人の厚生年金保険被保険者原票に記録されている

標準報酬月額と、オンライン記録とは一致しており、申立人に係る標準報酬

月額の記録管理に不自然な点は認められない。 

このほか、申立期間について、標準報酬月額に誤りがあることをうかがわ

せる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1045 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年１月 27日から同年６月３日まで 

             ② 昭和 41年９月 25日から 42年６月ごろまで 

申立期間①はＡ社（現在は、Ｂ社）からＣ社へ派遣され勤務していたが、

給料はＡ社からもらっており、厚生年金保険料が控除されていた。また、

申立期間②はＤ社からＥ社へ派遣され勤務していたが、給料はＤ社からも

らっており厚生年金保険料が控除されていた。申立期間について厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社における同僚の供述から、勤務時期は特定でき

ないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該同僚及びＡ社において申立期間①に厚生年金保険被保険者で

あった同僚に照会したところ、申立人の勤務期間及び厚生年金保険の加入状

況等について供述を得ることはできなかった。 

また、申立人の申立期間①に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生

年金保険料の控除の状況について、Ｂ社に照会したところ、不明であるとの

回答があり、これらを確認できる関連資料や供述等を得ることはできなかっ

た。 

申立期間②について、Ｄ社において厚生年金保険被保険者であった複数の

同僚に照会したところ、申立人を覚えていると供述する同僚はいるものの、

いずれも申立人が勤務していた時期等については記憶しておらず、申立人の

勤務期間及び厚生年金保険の加入状況等について供述を得ることはできなか

った。 

また、Ｄ社は昭和 47 年１月 29 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しな



                      

  

くなっている上、当時の代表取締役は既に他界しており、申立人の申立期間

②に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況に

ついて関連資料や供述を得ることはできなかった。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は申立期間①及び②において国

民年金に加入し、保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人の両事業所における雇用保険の加入

記録は無い上、厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1046 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年３月から 47年４月まで 

Ａ社が社会保険に加入していることを聞き、入社した。同社が運営して

いるＢ事業所で勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険

者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に勤務していた同僚の供述により、勤務期間は特定できないものの、

申立人が同社で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は厚生年金保険の適用事業

所として確認できない。 

また、商業登記簿謄本により判明した元役員に、申立人の申立期間に係る

勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況について照

会したところ、「元代表取締役及び従業員全員が厚生年金保険に加入してい

なかった。」との回答があった。 

さらに、申立人が記憶している同僚から、「会社は厚生年金保険に加入し

ていなかった。」との供述があった上、オンライン記録によると、申立期間

において当該同僚の厚生年金保険の加入記録は無い。 

このほか、申立期間について申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は

無い上、厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情も見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

三重厚生年金 事案 1047 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年７月から 30年１月１日まで 

従兄を頼って昭和 29 年７月に従兄の勤めるＡ社に機械工として入社した。

給与が少ないため、生活が苦しくすぐに退社したが、申立期間は勤務して

いた。しかし、厚生年金保険の加入記録が確認できないとの回答であるの

で、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間においてＡ社の厚生年金保険被保険者であった複数の同僚（申立

人が記憶している同僚を含む。）のうち、連絡先が判明した一人に照会した

ところ、「申立人が、当該事業所で勤務していた期間は不明であるが、私の

紹介で入社した。」旨の回答があったことから、申立人が同事業所に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかし、当該同僚から、申立人の厚生年金保険の加入状況等について供述

を得ることはできなかった。 

また、Ａ社は昭和 44 年４月 19 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しな

くなっている上、閉鎖登記簿謄本及びオンライン記録により調査したものの、

当時の役員等関係者は既に他界又は所在が判明しないため、申立人の申立期

間に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況に

ついて、関連資料や供述を得ることはできなかった。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間につい

て、申立人の氏名は無く、健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人

の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


